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　星野公平ニュース

Ｎｏ．１４７　　２０１１年　１０　月　２７　日

発行　星野公平　　(日本共産党桑名市議団) 
住所　桑名市立花町１－１４－７　電話　２２－２９７５
臨時国会開会　民主政権の暴走食い止め、日本の進路を示そう　　　　　　　　　ｐ臨時国会が２０日（木）に開会しました。会期は１２月９日（金）までの５１日間です。東日本大震災の復興に向けた第３次補正予算案をはじめ、日本の進路を左右する環太平洋連携協定（ＴＰＰ）、普天間基地問題、税と社会保障の「一体改革」、選挙制度改革などが大争点となります。　　　　　　日本共産党は、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１、大震災からの復興、原発問題にどう対応するかは、臨時国会においても引き続き最大の課題になります。とくに最大の争点である復興財源について、“庶民には増税、大企業には減税”という政府の逆立ちした議論を厳しく批判し、一般の復興財源と原発災害対策の財源を分けて考えていくべきと提案しています。　　　　　　　　　　　　　２、ＴＰＰへの参加は、日本の進路を左右する大問題です。野田内閣はアメリカ・財界の「使い走り」内閣という姿があらゆる分野ではっきり明るみに出てきました。ＴＰＰと普天間基地問題では、アメリカいいなりに暴走をはじめました。亡国の動きをなんとしても食い止めなければなりません。（ＴＰＰは裏面参照）　　　　　　３、財界の求めに応じて、「一体改革」の名で消費税増税と社会保障大改悪を進めようとしています。国民的大闘争を起こすとともに、それに役立つ国会での論戦が必要になってきます。（医療、年金、介護保険、生活保護で改悪）　　　　　　　　　　４、選挙制度改革については、民意をもっとも正確に反映する比例代表制を中心とした制度に抜本的に見直すべきです。（少数野党で共闘を）　　　　　　　　　　　　　５、「ウォール街」行動など世界で貧困・格差に反対する運動が広がっています。「１％の大金持ちが支配する社会でいいのか」は日本でこそ強く叫ばれるべきスローガンです。世界の労働者・若者のたたかいに連帯して、人間らしい労働、人間らしい賃金、貧困と格差をなくす闘いを新たに発展させる必要があります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐｐこれらの事を中心に頑張っていきます。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください

日刊紙　月３４００円　　日曜版　月８００円

桑名市議団 星野公平のＨＰは　   http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは２２－３０２８　（星野）　　　　　　　　　　
工場からでる騒音から市民を守れ
桑名市内でもあちこちで住民が苦しめられています。多くの場合は、困っておられる住民が１軒か２軒のために、個別問題とされて大きな運動にはならず、知らない人が多いのが現況です。今回２つの事例に遭遇しましたので報告します。

1 小貝須（名四国道沿い）のギロチン工場Ｋ商店です。

ずいぶん前から、騒音の被害と家の前の道路に運搬車が鉄屑を落としていくことを指摘されていました。早朝から深夜まで続く、突然の鉄の塊の落下音は、住民の方の心臓を刺激し完全にまいっておられます。市の環境政策課は頑張って各種の測定をしていますが、規制するものが無く何時まで経っても改善されません。

2 和泉地区で業務拡張（一般から産業廃棄へも）を予定しているＨ商事です。
先日行われた｢都市計画審議会｣で実情が少しだけ明らかになりました。Ｈ商事が和泉(城南地区)の作業所で行っている古紙の圧縮梱包処理に加えて、金属類と廃プラスチック類の処理を加えようとするもので、許可の理由として、用途変更で、工業地域に位置し、現在使用している圧縮機を利用するので、市街地環境への負荷は変わらないと言います。近くの住民の話によると、２００２年から既に業務をやっており、騒音が大変だった。最近の桑名市の測定でも住居地域の基準を超えており、都市整備部の開発課は何の確認もせずに用途変更の許可を出しました(都計審では答弁不能)。またＨ商事は法律違反で県から指導も受けています。
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落下する金属音が絶えないギロチン工場　　　　　　　  圧縮工場は防音壁を増築中
解説編　ＴＰＰ（環太平洋連携協定）
野田政権は、アメリカ・財界言いなりに、ＴＰＰ参加へとひた走ろうとしていますが、参加するとどうなるか検証しましょう。（農協、医師会も反対行動を）
1、 農林水産業　日本の食に大打撃

農産物を含めすべての物品の関税をなくす国際協定です。参加すれば日本の食料と農業に壊滅的な打撃を与えます。すでに日本の農産物の内４分の１が無関税。関税を課している品目も３分の１は１０％以下の低率です。高関税で保護されているのは、精米、牛乳・乳製品など食や地域経済の根幹となる品目だけです。参加で関税が撤廃されると、生産額が４兆５７００億円減少し、食品自給率は３９％→１３％に低下、雇用は３５０万９０００人失われます。（農林水産省試算）

2、 食の安全　　農薬・添加物の規制なくす

輸入食品・農産物には有害な食品添加物や農薬が使われているものや衛生・安全管理が悪いものもあります。これらが日本の食卓に出回らないような検査や規制が、自由貿易の非関税障壁とみなされて、取り払われてしまいます。これでは、日本の食の安全は守られません。

3、 医療　　　　健康・命まで「金次第」に

株式会社の参入で営利主義が持ち込まれ、混合診療の全面解禁で保険のきかない診療が増大し、所得によって医療に格差がある社会ができてしまいます。日本のすばらしい「国民皆保険制度」の崩壊にもつながりかねません。

4、 官公需　　　外国企業が仕事を奪う

政府・自治体の小規模な公共事業や物品の購入さえ、外国企業への開放が義務付けられ、中小企業は外国企業に仕事を奪われます。地元企業や中小企業を優先する措置や、住宅リフォーム助成制度、公契約条例などもＴＰＰ違反で排除されていきます。

5、 自主共済　　「助け合い制度」も廃止
多くの商工団体、業界団体、労働団体が自主的な共済団体を運営（自分たちで資金を出し合って病気やけがで困ったときに見舞金などを給付する助け合いの制度）していますが、アメリカ政府は「共済」を営利を目的とする「保険業」と同じように扱えと要求しています。これに対応しようとすると莫大な経費がかかり「共済」が成り立たなくなります。

6、 労働法制　　労働者保護ルールを破壊

ＴＰＰには「労働に関する覚書」というものがあり、ＩＬＯ（国際労働機関）の国際ルールの順守がうたわれていますが、「貿易保護主義的な目的のために、法規制、政策と労働慣行を定めるのは不適当」としており、労働者保護ルールが破壊されます。アメリカは、日本への企業参入のために、労働時間の規制を自国並みにすることを日本に要求、ホワイトカラー・エグゼンプションを導入します。

危ない、危ない　元桑名市の建設部長が大手ゼネコンに
先日、庁舎内で偶然に元建設部長に会いました。逮捕されたマルマ工務店が係わった甚内ポンプ場の工事や日起（水谷建設の子会社）とのトラブル（丸投げした工事に伴う支払い騒動）について多分良く知っている方です。三重県からの出向者で三重県に戻り御活躍の事だと思っていたら、名刺には大手ゼネコン鹿島建設三重営業所参事とあった。桑名市役所に鹿島建設の月刊誌を届けに、都市整備部長にご機嫌伺いに来られたようだ。歳を聞くとまだ６０歳前だそうだ。まさに県からの天下りで、民間の会社が利用できる公務員を雇い入れ、以前にいた官庁の職場で公共事業の仕事を取ろう（情報収集）としている構図がみえみえに推察された。さすがに今回逮捕された市長の私設秘書といわれている人のように、４階事務所のカウンター内には入れられなかった。
「桑名市不祥事再発防止対策評価会」自ら襟を正せ
３人目の職員が逮捕され「桑名市不祥事再発防止対策評価会」が１３日（木）に緊急に開かれました。新聞報道などでは、職員倫理規程にある「利害関係者との接触等に関する届け出書」が合併後提出されていない事が大きく報道されました。会議を傍聴しましたが、事件の概要の報告は、警察発表以上のものはなく、何故か誰にか謝っていました。今後については、今回の事件は、再発防止に取り組む以前のものだから今回の取り組みが否定されたものでないとしています。そして、急遽、一般職員向けの倫理研修を１１月に実施するとの事です。（私は、一般職員より今日の評価会出席の幹部職員にも研修を受けさせる様に徹底すべきだと思っています。）最低制限価格の設定方式の見直しと入札の一時停止も発表されています。「不祥事再発防止対策評価会」は、幹部職員６名と外部のアドバイザー委員２人（三重大準教と顧問弁護士）の８人です。幹部職員委員には反省の色が窺がえず、１時間余りの会議中、職員委員の２人が一言も発言しませんでした。外部のアドバイザー委員の活躍が目立ち、２人のための評価会のようでした。

介護保険どうなるの？　１２月議会が勝負です
来年４月からの介護保険法の改悪では、要支援者の保険給付外しの「介護予防・日常生活支援総合事業」の導入や医療行為を介護職員に押し付ける事、介護療養病床の廃止が狙われています。しかし、桑名市では議会での答弁で、保健福祉部長が介護のサービスの低下はさせないと公言しています。現在、来年から３年間の「介護計画」を作成中ですが、保険料の引き上げをさせないために、一般会計からの繰入れや基金の取り崩しを提案し、低所得者に対して保険料の軽減や減免制度の改善とともに、「日常生活圏域部会」を作っての住民参加を求めています。
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